
平成３１年度 

筑波大学法科大学院 

[ビジネス科学研究科法曹専攻] 

（専門職学位課程）法学既修者コース入学試験 

 

試 験 問 題 （民事法） 

（１２０分）  

 

 

受験番号 氏 名 

  

 

 

注意事項  

１） この問題冊子の表紙に、受験番号、氏名を記入してください。  

２） 試験開始の合図があるまで、この問題冊子を開かないでください。  

３） 試験開始後、この問題冊子が表紙を含めて４枚であることを確認してください。 

４） 試験開始後、答案用紙のそれぞれに受験番号を記入してください。  

５） 筆記用具は、黒色または青色のペンを使用してください。  

６） 下書きは、答案構成用紙または問題冊子の余白や裏面を適宜利用してください。  

７） 問題冊子は持ち帰ることができません。答案用紙とともに提出してください。  

８） 試験開始後３０分間、試験終了前１０分間は、退出できません。  

９） 民法については、新法（平成２９年６月２日法律第４４号による改正後の法）に基づ

いて、解答してください。 

 

 



民法（配点１５０点） 

 下記の【第１問】および【第２問】に答えなさい。 

 

【第１問】（７５点） 

 

 以下の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

 

 ２０２０年６月５日、A は、B との間で、自己が所有しその登記も具備してい

る甲土地を時価相当額の６０００万円で売却する契約を締結した。 

 ２０２０年７月１９日、A は、甲土地の所有権登記を B に移転する前に、不

動産業者である C との間で、甲土地を代金５０００万円で売却する契約を締結

した。C は、甲土地が既に B へ売却されていたという事実を知らず、急きょ金

銭を必要とする事態になったとの A の言を信じて、甲土地を時価よりも安値で

購入した。 

 ２０２０年７月２４日、C は、D との間で、甲土地を代金６０００万円で売却

する契約を締結した。D は、この契約の時点で、B が A から甲土地を購入した

ことを知っており、B に高値で買い取らせることを目的として、自ら C に連絡

を取って甲土地を購入した。 

 甲土地の登記は、２０２０年８月３日に A から C へ、同月１７日に C から D

へと移転された。 

 現在は、２０２０年１０月１０日である。 

 

 

【設問】 

 

 B は、２０２０年１０月１日に、D から甲土地を代金１億円で買い取るよう

求められたのをきっかけとして、［事例］記載の一切の事実を知るに至った。 

B が、D に対して、甲土地の所有権移転登記を求めることができるかについ

て、B の主張および D の主張の双方を明らかにしつつ、検討しなさい。 

 

 

 



【第２問】（７５点） 

  

 以下の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

 

２０２０年７月１８日、A 社は、B 社との間で、返済期限を１年後、利息を年

３パーセントで計算した額とする約定で、３０００万円を貸し付ける契約を締

結し、B 社に対して、３０００万円を交付した（以下、この金銭消費貸借契約に

基づき A 社が B 社に対して取得した貸金返還債権を「甲債権」という。）。また、

同日、C 社は、B 社からの委託を受け、A 社との間で、甲債権を連帯して保証す

る契約を締結した。そして、A 社と C 社は、この連帯保証契約について書面を

作成した。 

２０２１年６月末頃、A社は、緊急に資金を用意する必要に迫られた。そこで、

同年７月５日、A 社は、D 社との間で、甲債権を代金２４００万円で譲渡する契

約を締結した。また、同月７日、A 社は、B 社に対して、甲債権を D 社に譲渡

した旨を記載した書面を内容証明郵便で送付し、この書面は、同月９日の１５時

頃、B 社のもとに到達した。その後、同月１０日になって、A 社は、D 社から、

２４００万円の交付を受けた。なお、C 社は、現在に至るまで、A 社または D 社

から甲債権が D 社に譲渡された旨を記載した書面の送付を受けていない。 

２０２１年７月６日、A 社は、E 社との間で、甲債権を代金２０００万円で譲

渡する契約を締結した。また、この甲債権の譲渡について、同月８日付で、債権

譲渡登記ファイルに譲渡の記録がされた。その後、同月１５日に、E 社は、B 社

に対して、甲債権の譲渡についての登記事項証明書を交付して通知し、この通知

は、翌日の１５時頃、B 社のもとに到達した。なお、C 社は、現在に至るまで、

A 社または E 社から甲債権が E 社に譲渡された旨を記載した書面の送付を受け

ていない。 

２０２１年７月２０日、B 社は、D 社に対して、甲債権およびその利息のすべ

てを弁済した。 

現在は、２０２１年８月１日である。 

 

【設問】 

 

E 社が、誰に対して、どのような請求をすることができるかについて、検討し

なさい。 

 



民事訴訟法（配点５０点） 

 

以下の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

建設工事・建築工事などを事業上の目的とする株式会社 X 工務店（以下「X」

という。）は、Y を被告とし、Y から請け負った門扉設置工事（以下「本件工事」

という。）を完成したとして、請負代金３００万円の支払を求めて訴えを提起し

た。Y は、第１回口頭弁論期日に出頭し、X が本件工事を完成したこと自体は争

わないが、X が別途 Y から請け負った家屋新築工事（工事代金額３０００万円）

と併せて X が無償で工事すると明言したので本件工事をすることを認めただけ

で、本件工事代金を支払うことを約した事実はなく、本件工事代金を支払う義務

はないと争った。 

裁判長 J は、第１回口頭弁論期日において、X および Y に対し、「商法第４

条の商人である X には、本件事実関係のもとでは、商法第５１２条の報酬請求

権があるのではないか。」と述べた（以下「本件発言」という。）。 

 

※ 商法 

（定義） 

第四条 この法律において「商人」とは、自己の名をもって商行為をすることを

業とする者をいう。 

（報酬請求権） 

第五百十二条 商人がその営業の範囲内において他人のために行為をしたとき

は、相当な報酬を請求することができる。 

 

【設問】 

 

仮に、裁判長 J が本件発言をせず、X も商法第５１２条の主張をしないまま訴

訟手続が進行し、弁論手続が終結したものとする。その後、商法第５１２条の報

酬請求権があるとの心証を得た裁判長 J が３００万円の支払を認容する判決を

言い渡すことが許されるかどうかについて、検討しなさい。 

 また、裁判長 J の本件発言について、その民事訴訟法上の根拠、この権限の行

使のあり方に関する２つの分類およびその内容を説明した上で、本件発言が許

されるかどうかについて、前段の検討結果を踏まえて検討しなさい。 



平成３１年度 

筑波大学法科大学院 

[ビジネス科学研究科法曹専攻] 

（専門職学位課程）法学既修者コース入学試験 

 

試 験 問 題 （刑事法） 

（９０分）  

 

 

受験番号 氏 名 

  

 

 

注意事項  

１） この問題冊子の表紙に、受験番号、氏名を記入してください。  

２） 試験開始の合図があるまで、この問題冊子を開かないでください。  

３） 試験開始後、この問題冊子が表紙を含めて３枚であることを確認してください。 

４） 試験開始後、答案用紙のそれぞれに受験番号を記入してください。  

５） 筆記用具は、黒色または青色のペンを使用してください。  

６） 下書きは、答案構成用紙または問題冊子の余白や裏面を適宜利用してください。  

７） 問題冊子は持ち帰ることができません。答案用紙とともに提出してください。  

８） 試験開始後３０分間、試験終了前１０分間は、退出できません。  

 

 

 

 



刑法（配点１００点） 

 

以下の［事例］を読んで、甲および乙の罪責を論じなさい（特別法違反の点を

除く）。 

 

［事例］ 

 指定暴力団α組の幹部甲は、組長Ａから、友好関係にある指定暴力団β会の会

長Ｂの上京にあたり、接待を命じられた。甲は、配下に３００名余りの組員を抱

えており、甲を専属で警護する乙がいた。乙は、甲の外出時は終始行動を共にし、

甲の警護に留まらず、身の回りの世話の一切をする役割を担っており、甲と乙の

間には、個々の任務の実行に際して甲の指示がなくとも、その気持ちを忖度して、

乙が役割を果たすという共通認識があった。 

 今回のＢの接待においても、乙は、甲と行動を共にしていた。甲は、乙および

Ｂを伴って、Ｔ市にあるホテル付ゴルフ場「γ倶楽部」に赴くと、フロント係の

職員Ｃに施設利用を申し込み、ゴルフを楽しんだ。なお、「γ倶楽部」では、約

款において、暴力団員の入場および施設利用を禁止していた。そのため申込み時

に、甲は、Ｃの指示に従い、「暴力団員と交流がありますか」というアンケート

項目に「ない」と記載し、「私は、暴力団とは一切関係がありません」と記載さ

れた誓約書に署名し提出していた。 

 その夜、「γ倶楽部」付属のホテルに宿泊した甲は、乙に対して、「そういえば、

あのフロント係、いい女だったな。お前、どう思う。」などと言った。そこで、

乙は、「甲は、Ｃを手込めにしたいから連れて来い、と言っているのだ」と考え

た。このような場合、まず、乙が相手を脅して抵抗力を奪った後に、甲が性交等

をするのが通例であった。そこで、乙は、深夜１２時頃、Ｃが１人で勤務してい

るのを確認すると、フロントに電話をかけ、「バスタオルがないので、部屋まで

持ってきて下さい。」と申し向け、Ｃを部屋に呼び出した。乙は、やってきたＣ

の手を掴んで部屋に引きずり込むと、抵抗するＣの顔面を殴打した上でベッド

に押し倒し、「静かにしないと殺すぞ。」と言いながら押さえつけた。これにより、

Ｃは、手首などに全治１週間の打撲傷を負った。 

 すると、そこに現れた甲が、「ご苦労だ、俺に代われ。」と言って乙を隣室に下

がらせた。甲は、Ｃに近づくと、脅えるＣに対して、「おまえ、高そうな指輪を

しているな。そうだ、ついでに、それも貰おうかな。」と申し向けた。Ｃが、泣

きながら指輪を差し出したところ、甲が、これをポケットに入れようと下を向い

たため、その隙に、Ｃは、甲を突き飛ばすと、部屋から逃げ出した。 

 



刑事訴訟法（配点５０点） 

 以下の［事例］を読んで、下記の【設問】に答えなさい。 

 

［事例］ 

 被告人 X は、平成３０年７月１５日に V の自宅に侵入して現金を窃取したと

いう住居侵入および窃盗の罪で起訴された。公判において、X は無罪を主張し

た。 

 公判における検察官 P１は、「被告人による本件犯行の計画の存在」を立証趣

旨として、X の友人である W の供述を録取した調書１通（以下「本件調書」と

いう。）の取調べを請求した（以下「請求１」という。）。本件調書に録取されて

いる W の供述は、捜査の段階で検察官 P２が実施した取調べにおけるものであ

る。本件調書には W の署名がある。 

本件調書には、以下の供述が録取されている。 

  「平成３０年７月１３日の夕方に私が X に電話したところ、『V の家には、

かなりのタンス預金があるらしい。V の家に誰もいない時を見計らって、こ

の金を頂戴する。窓のガラス面にテープを貼って工具で叩き割れば、近所の

人間にも気づかれずに V の家に侵入できるはずだ。』という発言が X 自身

の口から出てきました。」 

 X の弁護人 D は、請求１に対して、「取調べに不同意。」と述べた。この意見

を受けて、P１は、請求１を撤回し、W に対する証人尋問の実施を請求した。裁

判所は、W を証人として採用した。 

 証人 W は、P１による主尋問において、「私が X に電話したのは平成３０年７

月１７日の夕方で、その時の X の話は、V が何者かにタンス預金を奪われたと

言っていた、という内容でした。取調べの際に検察官 P２さんに話したことは、

記憶違いでした。」と述べた。 

 この証言を受け、P１は、V に電話した時の会話の内容・状況や取調べを受け

た時の取調べの内容・状況に関して、繰り返し W に質問した。W は、いずれの

質問に対しても応答に渋滞しがちであり、応答の大半もしどろもどろであった。 

 P１は、W に対する証人尋問を終えた段階で、請求１と同じ立証趣旨を挙げ、

再び本件調書の取調べを請求した（以下「請求２」という。）。D は、請求２に対

して、改めて「取調べに不同意。」と述べた。 

 

【設問】 

 請求２を受けた裁判所が本件調書を証拠とすることが許されるかどうかにつ

いて、具体的事実を挙げて論じなさい。 



平成３１年度 

筑波大学法科大学院 

[ビジネス科学研究科法曹専攻] 

（専門職学位課程）法学既修者コース入学試験 

 

試 験 問 題 （公法） 

（６０分）  

 

 

受験番号 氏 名 

  

 

 

注意事項  

１） この問題冊子の表紙に、受験番号、氏名を記入してください。  

２） 試験開始の合図があるまで、この問題冊子を開かないでください。  

３） 試験開始後、この問題冊子が表紙を含めて２枚であることを確認してください。 

４） 試験開始後、答案用紙のそれぞれに受験番号を記入してください。  

５） 筆記用具は、黒色または青色のペンを使用してください。  

６） 下書きは、答案構成用紙または問題冊子の余白や裏面を適宜利用してください。  

７） 問題冊子は持ち帰ることができません。答案用紙とともに提出してください。  

８） 試験開始後３０分間、試験終了前１０分間は、退出できません。  

 

 

 

 



憲法（配点１００点） 

 

以下の［事例］における裁判所の決定の合憲性について、論じなさい。 

 

［事例］ 

 著名な国会議員（現職）A の子である X は、祖父（A の父で故人である。）

も首相などを歴任した、いわゆる政治家一族の中で生まれ育ってきたこともあ

り、次の国政選挙での出馬の可能性をささやかれていた。X は、職場の同僚 B

と婚姻し、アメリカに転勤となった B とともに渡米したが、その後、単身で帰

国した。やがて、両者は、別居状態となって、離婚した。 

全国的に著名な雑誌「月刊文京」を発行している Y 社の C 記者は、X と B

の離婚の事実およびそれに至る経緯を知り、X、A および B に無断で上記離婚

の事実およびそれに至る経緯を伝える記事を、月刊文京２０１８年１０月号に

掲載することとし、同誌前号（同年９月号）巻末の次号予告欄に「独占スクー

プ：A の長女わずか１年で離婚。母の猛反対を押し切って入籍した新妻はロス

からひっそり帰国」という記事の表題を記載した。 

これを見た X は、直ちに、かつて C から受け取った名刺の連絡先に電話を

したところ、同記事の概要および同記事を次号に掲載する予定を変更するつも

りはまったくない旨、直接 C から伝えられた。X は、上記離婚の事実およびそ

れに至った経緯を世間に広く知られたくはないと考え、裁判所に月刊文京２０

１８年１０月号の印刷および頒布の禁止を命ずる仮処分の申請を行ったとこ

ろ、裁判所は同申請を認める決定を下した。 

 

 


